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単位：億円

基
金

市
債

843億40万円

881億8,931万円
888億9,003万円

801億3,351万円

47億550万円 50億984万円 49億3,089万円65億51万円

特定目的・土地開発・特別会計基金 減債基金 財政調整基金 市債

市債
35億8,738万円
10.5%

県支出金
22億6,553万円
6.7%国庫支出金

18億2,632万円
5.4%

地方交付税
52億5,958万円
15.4%

地方譲与税
22億9,705万円
6.7%

その他
43億3,660万円
12.7%

市税
145億640万円
42.6%

※その他は、分担金・負担金、使用料・手数料、寄付金など

自主財源
188億4,300万円

55.3％

依存財源
152億3,586万円

44.7％

その他
21億2,794万円
6.3%

公債費
46億27万円
13.7%

教育費
45億6,529万円
13.6%

※その他は、議会費、労働費、消防費、災害復旧費など

土木費
31億1,985万円
9.3%

農林水産業費
19億6,701万円
5.9%

衛生費
43億788万円
12.9%

民生費
80億7,268万円
24.1%

総務費
47億7,422万円
14.2%

国や県の基準により交付、
割り当てされる収入

市が自主的に収入する
ことができる財源
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※その他は、議会費、労働費、消防費、災害復旧費など

土木費
31億1,985万円
9.3%

農林水産業費
19億6,701万円
5.9%

衛生費
43億788万円
12.9%

民生費
80億7,268万円
24.1%

総務費
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国や県の基準により交付、
割り当てされる収入

市が自主的に収入する
ことができる財源

歳入決算額 歳出決算額
19年度 18年度 19年度 18年度

特別会計

国 民 健 康 保 険 80億5,783万円 74億2,933万円 79億2,690万円 73億6,696万円
老 人 保 健 医 療 76億2,131万円 77億8,483万円 76億2,131万円 77億8,483万円
介 護 保 険 41億1,398万円 39億2,719万円 40億7,440万円 38億8,155万円
公 共 下 水 道 事 業 64億2,026万円 67億9,868万円 62億4,484万円 66億2,155万円
農 業 集 落 排 水 事 業 9億7,660万円 8億2,874万円 9億6,307万円 8億1,424万円
土 地 取 得 事 業 1,720万円 5,553万円 1,618万円 5,494万円
野洲川基幹水利施設管理事業 1,620万円 1,914万円 1,617万円 1,912万円
鉄道経営安定対策基金 733万円 1,091万円 733万円 1,091万円
鉄 道 施 設 整 備 基 金 4,133万円 8,819万円 4,133万円 8,819万円
国民健康保険診療所 2,287万円 2,849万円 2,282万円 2,491万円

小　計 272億9,491万円 269億7,103万円 269億3,435万円 266億6,720万円

企業会計
病 院 事 業 19億9,922万円 17億4,542万円 18億1,367万円 18億2,125万円
水 道 事 業 39億4,382万円 40億0,854万円 46億2,259万円 45億7,337万円

小　計 59億4,304万円 57億5,396万円 64億3,626万円 63億9,462万円
合　　　計 332億3,795万円 327億2,499万円 333億7,061万円 330億6,182万円

※企業会計の決算額は、「収益的収入・支出」と「資本的収入・支出」の合算

市が特定の事業を行うための会計特別会計 市の基本となる会計一般会計

市
債
と
基
金

　

市
債
は
市
の
借
金
で
す
。道
路
や

学
校
、下
水
道
な
ど
の
施
設
を
つ
く

る
と
き
、財
源
の
一
部
に
し
て
い
ま

す
。

　

基
金
は
市
の
貯
金
で
す
。各
年
度

の
財
源
を
調
整
す
る
た
め
の「
財
政

調
整
基
金
」や
、将
来
の
支
出
の
た

め
に
、目
的
別
に
積
み
立
て
る「
特

定
目
的
基
金
」な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

市
の
財
政
状
況
を
、分
か
り
や
す
く
す
る
た
め
に
、5
0
0
万
円
の

家
計
に
置
き
換
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

歳入決算額　340億7，886万円

歳出決算額　335億3，514万円
平
成
19
年
度
の
決
算
を
公
表
し
ま
す
。

こ
の
1
年
間
、「
人　

自
然　

輝
き
つ
づ
け
る
あ
い
甲
賀
」の
実
現
に
向
け
、さ
ま
ざ
ま
な

事
業
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

昨
年
度
、ど
の
よ
う
な
お
金
が
入
り
、何
に
使
わ
れ
た
か
、お
知
ら
せ
し
ま
す
。

1人あたり	 	 12万9,004円

（1世帯あたり	 38万7,051円）

※市税（法人市民税などを除く）の収入を3月
　31日現在の人口と世帯数で計算

市民1人あたりの

市税の
負担額

市民1人あたりに

支出した
お金

総務費	 	 自治振興や交通、企画・立案や内部管理に	 49,896円
民生費	 	 高齢者や子ども、障がい者の福祉に	 	 84,369円
衛生費	 	 健康で衛生的な生活環境の推進に	 	 45,022円
農林水産業費	 農業や林業の振興に	 	 	 20,558円
土木費	 	 道路や公園などの公共施設の整備に	 32,606円
教育費	 	 学校教育の充実、文化・スポーツの振興に	 47,713円
公債費	 	 市が借りたお金の返済に	 	 	 48,078円
その他	 	 商業の振興、議会の運営経費など	 	 22,239円

市
民
1
人
あ
た
り
に

換
算
す
る
と

※各費目の支出額を、3月
31日現在の人口で計算

平成
19年度

平成19年度

市
の
財
政
状
況
を
家
計
に
置
き
換
え
て
み
る
と

※
市
債
残
高
は
、特
別
会
計
・
企
業
会
計
を

含
む
全
会
計
の
合
算
で
す
。

※
基
金
残
高
は
、全
会
計
の
合
算
か
ら
、

「
住
み
よ
さ
と
活
気
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ

く
り
基
金
」（
30
億
８
０
２
万
円
）を
除

い
て
い
ま
す
。こ
の
基
金
は
、合
併
し
た

後
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
合
併

特
例
債
と
い
う
特
別
な
借
金
を
し
て
積

立
を
し
て
い
ま
す
。

〈35万481円〉

給料（市税）
213万円

親からの援助
（国・県からの

補助金）
171万円

前年度からの
繰越金13万円銀行などからの

借金  52万円

貯金の取り崩し
（基金繰入金） 8万円

その他の収入（家賃
・祝金など）43万円

預金（積立金） 19万円

医療費や教育費
（扶助費） 43万円

子どもへの仕送り
（特別会計繰出金） 50万円

家の増改築
（普通建設費・維持補修）

 56万円

住宅ローンの
返済68万円
（公債費）

知人・親戚への援助、
自治会費などの交際費
（補助費・出資・貸付）
81万円

光熱水費など
（物件費）84万円

食費（人件費）
99万円

収入

支出

給料（市税）
213万円

親からの援助
（国・県からの

補助金）
171万円

前年度からの
繰越金13万円銀行などからの

借金  52万円

貯金の取り崩し
（基金繰入金） 8万円

その他の収入（家賃
・祝金など）43万円

預金（積立金） 19万円

医療費や教育費
（扶助費） 43万円

子どもへの仕送り
（特別会計繰出金） 50万円

家の増改築
（普通建設費・維持補修）

 56万円

住宅ローンの
返済68万円
（公債費）

知人・親戚への援助、
自治会費などの交際費
（補助費・出資・貸付）
81万円

光熱水費など
（物件費）84万円

食費（人件費）
99万円

収入

支出 　家族で稼いだお金＋親から
の援助よりも、生活費の方が多
くなっています。足りない分
は、銀行から借りたり、貯金を
取り崩して賄っています。

食費や医療費、教育費、ローンの返済など、減
らせない経費が半分近くを占めています。光熱
水費や援助する費用も多くあります。
将来のため、ローンを減らして、貯金を少し
でも多くするようにやりくりしています。
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